
No 大分類 中分類 確認項目
対応する
公募要項
ページ

明確に記
述されて
いる

記述はあ
るが不明
確

記述され
ていない

1 日本国内に本社および開発拠点を有していること 3

2
「中小企業の新たな事業活動の促進に関する法律」第２条第１項に規定
する中小企業者であること 3

3 みなし大企業に該当しないこと 4

4
設備投資（単価５０万円（税抜）以上の機械装置費を計上する）を行うこ
と 4

5
「機械装置費」以外の経費については、総額で５００万円（税抜）以下で
あること 4

6
「中小サービス事業者の生産性向上のためのガイドライン」で示された
方法で行う革新的なサービスの創出等であること 5 □ □ □

7
３～５年計画で、「付加価値額.」年率３％の向上を達成できる計画であ
ること 5 □ □ □

8
３～５年計画で、「経常利益.」年率１％の向上を達成できる計画であるこ
と 5 □ □ □

9
どのように他社と差別化し競争力を強化するかを明記した事業計画を
作り、その実効性について認定支援機関により確認されていること 5 □ □ □

10
高度生産性向上
型の場合

別紙「高度生産性向上型」の要件を満たすこと 5 □ □ □

11 連携体への参加は５者以内であること 6

12 幹事企業が申請する類型での申請書を使用していること 6

13
実質的（役員又は資本関係の重複がある場合）に同一の企業とみなさ
れる者の連携ではないこと 6

14
①同一内容の事業について、国（独立行政法人等を含む）が助成する
他の制度（補助金、委託費等）と重複する事業で」ないこと 6

15
②主たる技術的課題の解決方法そのものを外注又は委託する事業で
ないこと 6 □ □ □

16
③試作品等の製造・開発の全てを他社に委託し、企画だけを行う事業で
ないこと 6 □ □ □

17
④営利活動とみなされる原材料や商品の仕入れ等（ただし、社内試作
及びテスト販売用のこれらは可能）を行う事業でないこと 6

18
⑤「補助対象経費」の各区分等（外注加工費・委託費、知的財産権等関
連経費及び機械装置費以外の経費）に設定されている上限を超える補
助金計上していないこと

6

19 ⑥公序良俗に反する事業でないこと 7

20 異なる様式の申請書類ではないこと 7

21 補助金申請額が１００万円以上であること 7

22
事業類型に対象となっていない補助対象経費科目を使用していないこ
と 7

23 同一法人・事業者が今回の公募で複数申請を行っていないこと 7

24 外注加工先が機械装置等を購入する費用を計上していないこと 9

25
外注加工費と委託費の合計額が補助対象経費総額（税抜）の２分の１
超えていないこと 9

26
外注加工先、委託先に技術導入費、専門家経費を併せて支払っていな
いこと 9

27 全般

一般型、高度生産性向上型、小規模型の設備投資のみの場合で、以下
の経費を計上していないこと
　　原材料費、外注加工費、委託費、知的財産権等関連経費、クラウド
利用費

9

28
一般型、高度生産性向上型の場合、設備投資に関する費用を計上して
いること(機械装置費として補助対象経費で単価50万円以上が必要) 10

29
一般型、高度生産性向上型の場合、機械装置費以外の経費について、
補助金交付申請額の総額が500万円までとなっていること 10

30
「（１）対象経費の区分」の表中において補助対象外とされている経費を
計上していないこと 8～10

31
中古市場においてその価格設定の適正性が明確でない中古品の購入
ではないこと 11

32
公的な資金の用途として社会通念上、不適切と認められる経費ではな
いこと（資本関係のある企業への発注等） 11

33 同一法人・事業者での申請は、１申請であること 12

34
平成２４年度～２６年度補正、ものづくり補助金で採択を受けた事業と同
一・類似の事業ではないこと 12

35
応募手続き等
の概要

(3) 提出書類 通しページを計画書（様式１、様式２）下中央に記載されていること 13
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応募件数等

ものづくり補助金申請書チェックリスト（革新的サービス）　平成27年度補正対応版

補助対象者

補助対象要件

【革新的サービ
ス】 類型要件

補助対象外事業
への該当

補助対象事業
一般型、高度生
産性向上型の場
合

連携体での取り
組みの場合

補助対象経費

（１）対象経費の
区分

外注加工費・委
託費

(2) 留意事項
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36 様式1 a.
住所は本社所在地を記載しているかこと(事業実施場所が異なる場合は
両方の住所を2段書きされていること) 14

37 様式1 b
連携体で申請する場合は各申請者名を併記し、主連絡先（幹事企業）を
一番上に記載していること。 14

38 様式2 b
連携体で申請する場合は、「応募者の概要」を全ての応募者毎に記載し
ていること 14

39
様式2 (2)事業内
容　3．対象類型

対象類型に応じて、当てはまる分野にチェックをしていること。
【革新的サービス】、【ものづくり技術】にまたがった連携体で申請する場
合は、両方に必要な分野にチェックをっしていること

15

40
様式2 (2)事業内
容　4．事業類型

事業類型に応じて、当てはまる内容にチェックをしていること。 15

41

今回の補助事業で機械装置を購入しなければならない必要性、課題を
解決するため、不可欠な工程ごとの開発内容、材料や機械装置等を明
確にしながら、具体的な目標及びその具体的な達成手段を記載してい
る。

15 □ □ □

42 図表や写真等を用い具体的かつ詳細に記載していること 15 □ □ □

43
新たな製品・サービスを顧客等の他者に対し役務としてどのように提供
するのか具体的に説明されていること 15 □ □ □

44
「中小サービス事業者の生産性向上のためのガイドライン」で示す方法
との関連性を説明されているか 15 □ □ □

45
本事業を行うことによって、どのように他者と差別化し競争力強化が実
現するかについて具体的に説明されていること 15 □ □ □

46
「高度生産性向上型」を選択した場合は、４．事業類型で選択した「ＩｏＴ」
「最新モデル」を用いて、どのように生産性を向上するかを具体的に説
明していること

16 □ □ □

47
連携体で申請する場合は、各事業者ごとの役割分担や連携の内容など
を具体的に説明していること 16 □ □ □

48
本事業の成果が寄与すると想定している具体的なユーザー、マーケット
及び市場規模等について、その成果の価格的・性能的な優位性・収益
性や現在の市場規模も踏まえて記載していること

16 □ □ □

49
本事業の成果の事業化見込みについて、目標となる時期・売上規模・量
産化時の製品等の価格等について簡潔に記載されていること 16 □ □ □

50 図表や写真等を用い具体的かつ詳細に記載していること 16 □ □ □

51
「革新的なサービスの創出等を行い、３～５年計画で「付加価値額」年率
３％及び「経常利益」年率１％の向上を達成する計画」の根拠を具体的
に記載していること。

16 □ □ □

52
「高度生産性向上型」を選択した場合は、「投資利益率」年率５％を達成
する計画である根拠を具体的に記載していること 16 □ □ □

53
平成24年度～26年度補正、ものづくり補助金で採択を受けた事業と同
一・類似の事業ではないこと 16 □ □ □

54

経済産業省その他の省庁等による研究開発委託費・補助金等におい
て、申請時点から過去5年以内に実施、もしくは現在実施、申請、今後申
請予定で本事業計画と関連するる事業内容と思われるもの又はそのお
それがあるものについて記載していること

16 □ □ □

55 該当案件について、故意に記載していないものがないこと 16

56 連携体による申請は、各事業者ごとに作成していること 16

57
３つの類型により対象となる経費が異なる為、類型に応じた記載をして
いること 16

58
一般型の場合、設備投資を行っており、機械装置費以外の経費の補助
金交付申請額の総額が500万円以内であるか 17

59
連携体による申請は、全体表と各事業者ごとそれぞれの経費明細表を
作成 17

60
様式2 (5) 資金調
達内訳

連携体による申請は、全体表と各事業者ごとにそれぞれの資金調達内
訳を作成していること 17

61
「申請時に有効な経営革新計画の承認を受けている（申請中を含む）」
該当する場合は、必要な添付書類を添付していること（「賃上げ」につい
ても同様です）

17

62 連携体による申請は、各事業者していること。 18

□

□

□

様式2 (6)その他

□

□

様式2 (3) 補助金
又は委託費の交
付を受けた実績

□

□

□
様式2 (4) 経費明
細表

□

□

□

様式2 (2) 事業内
容 5．事業の具
体的な内容 その
2：将来の展望

様式2 (2) 事業内
容 5．事業の具
体的な内容 その
1：具体的な取組
内容

□

□

申請書記入に
係る留意点
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63
中小サービス事業者の生産性向上のためのガイドラインで示された方
法で行うサービスの創出であること。また３～５年計画で「付加価値額」
年率３％及び「経常利益」年率１％の向上を達成する取組みであること。

22 □ □ □

64
サービス・試作品等の開発における課題が明確になっているとともに、
補助事業の目標に対する達成度の考え方を明確に設定してしているこ
と

22 □ □ □

65 課題の解決方法が明確かつ妥当であり、優位性が見込まれること 22 □ □ □

66 補助事業実施のための体制および技術的能力が備わっていること 22 □ □ □

67
事業実施のための体制 (人材、事務処理能力等) や最近の財務状況等
から事業を適切に遂行できると期待できること 22 □ □ □

68
事業化に向けて、市場ニーズを考慮するとともに、補助事業の成果の事
業化が寄与するユーザー、マーケット及び市場規模が明確となっている
こと

22 □ □ □

69
補助事業の成果が価格的・性能的に優位性や収益性を有し、かつ、事
業化に至るまでの遂行方法及びスケジュールが妥当かであること 22 □ □ □

70

補助事業としての費用対効果 (補助金額に対する想定売上、収益規
模、収益実現性等) が高いこと。
３～５年計画で「付加価値額」年率３％及び「経常利益」年率１％の向上
を達成する取組みであること。

22 □ □ □

71
「高度生産性向上型」においては、「投資利益率」５％を達成する取組み
であること 22 □ □ □

72

厳しい内外環境の中にあって新たな活路を見いだす企業として、他の企
業のモデルとなるとともに、国の方針（「経済の好循環実現に向けた政
労使の取組について」において示された賃金上昇に資する取組みであ
るか等）と整合性を持ち、地域経済と雇用の支援につながることが期待
できる計画であるか。

23 □ □ □

73 金融機関等からの十分な資金の調達が見込めるか記載されていること 23 □ □ □

74
中小企業者の競争力強化につながる経営資源の蓄積（例えば生産設
備の改修・増強による能力強化）につながるものであること 23 □ □ □

75

加点項目の確認
　① 賃上げ等に取り組む企業
　② 本事業によりＴＰＰ加盟国等への海外展開により海外市場の新たな
獲得を目指す企業
　③ 申請時に有効な経営革新計画の承認を受けている（申請中を含
む）企業
　④ 小規模型に応募する小規模企業者

23

このチェックリストは、公募要項を基にオフィスマツナガ行政書士事務所にて作成したものです。当該チェックリストの内容が公募要項に記載された事項と完全に合致するこ
とを保証するものはありません。また当チェックリストを満たした事業計画が採択を受けられることを保証するものではありません。あくまでも申請時にご参考にしていただ
き、申請書の記述内容につきましては申請者様の責任にて記入をお願い致します。（オフィスマツナガ行政書士事務所　所長・認定支援機関　松永敏明）
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(2) 技術面
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□
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述されて
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記述はあ
るが不明
確

記述され
ていない

1 日本国内に本社および開発拠点を有していること 3

2
「中小企業のものづくり基盤技術の高度化に関する法律」第２条第１項
に規定する中小企業者であること 3

3 みなし大企業に該当しないこと 4

4
設備投資（単価５０万円（税抜）以上の機械装置費を計上する）を行うこ
と 4

5
「機械装置費」以外の経費については、総額で５００万円（税抜）以下で
あること 4

6
「中小ものづくり高度化法」に基づく特定ものづくり基盤技術を活用した
革新的な試作品開発・生産プロセスの改善を行う計画であること 5 □ □ □

7
３～５年計画で「付加価値額」及び「経常利益」の増大を達成する計画で
あること 5 □ □ □

9
どのように他社と差別化し競争力を強化するかを明記した事業計画を
作り、その実効性について認定支援機関により確認されていること 5 □ □ □

10
高度生産性向上
型の場合

別紙「高度生産性向上型」の要件を満たすこと 5 □ □ □

11 連携体への参加は５者以内であること 6

12 幹事企業が申請する類型での申請書を使用していること 6

13
実質的（役員又は資本関係の重複がある場合）に同一の企業とみなさ
れる者の連携ではないこと 6

14
①同一内容の事業について、国（独立行政法人等を含む）が助成する
他の制度（補助金、委託費等）と重複する事業で」ないこと 6

15
②主たる技術的課題の解決方法そのものを外注又は委託する事業で
ないこと 6 □ □ □

16
③試作品等の製造・開発の全てを他社に委託し、企画だけを行う事業で
ないこと 6 □ □ □

17
④営利活動とみなされる原材料や商品の仕入れ等（ただし、社内試作
及びテスト販売用のこれらは可能）を行う事業でないこと 6

18
⑤「補助対象経費」の各区分等（外注加工費・委託費、知的財産権等関
連経費及び機械装置費以外の経費）に設定されている上限を超える補
助金計上していないこと

6

19 ⑥公序良俗に反する事業でないこと 7

20 異なる様式の申請書類ではないこと 7

21 補助金申請額が１００万円以上であること 7

22 事業類型に対象となっていない補助対象経費を使用していないこと 7

23 同一法人・事業者が今回の公募で複数申請を行っていないこと 7

24 外注加工先が機械装置等を購入する費用を計上していないこと 9

25
外注加工費と委託費の合計額が補助対象経費総額（税抜）の２分の１
超えていないこと 9

26
外注加工先、委託先に技術導入費、専門家経費を併せて支払っていな
いこと 9

27 全般

一般型、高度生産性向上型、小規模型の設備投資のみの場合で、以下
の経費を計上していないこと
　　原材料費、外注加工費、委託費、知的財産権等関連経費、クラウド
利用費

9

28
一般型、高度生産性向上型の場合、設備投資に関する費用を計上して
いること(機械装置費として補助対象経費で単価50万円以上が必要) 10

29
一般型、高度生産性向上型の場合、機械装置費以外の経費について、
補助金交付申請額の総額が500万円までとなっていること 10

30
「（１）対象経費の区分」の表中において補助対象外とされている経費を
計上していないこと 8～10

31
中古市場においてその価格設定の適正性が明確でない中古品の購入
ではないこと 11

32
公的な資金の用途として社会通念上、不適切と認められる経費ではな
いこと（資本関係のある企業への発注等） 11

33 同一法人・事業者での申請は、１申請であること 12

34
平成24年度～26年度補正、ものづくり補助金で採択を受けた事業と同
一・類似の事業ではないこと 12

35
応募手続き等
の概要

(3) 提出書類 通しページを計画書（様式１、様式２）下中央に記載されていること 13
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□

補助対象要件

【ものづくり技術】
類型要件

連携体での取り
組みの場合

□

□

□

補助対象外事業
への該当

□

□

□

□

□

□

□

補助対象事業
一般型、高度生
産性向上型の場
合

□

□
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補助対象者

□

□

□
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36 様式1 a.
住所は本社所在地を記載しているかこと(事業実施場所が異なる場合は
両方の住所を2段書きされていること) 14

37 様式1 b
連携体で申請する場合は各申請者名を併記し、主連絡先（幹事企業）を
一番上に記載していること。 14

38 様式2 b
連携体で申請する場合は、「応募者の概要」を全ての応募者毎に記載し
ていること 14

39
様式2 (2)事業内
容　3．対象類型

対象類型に応じて、当てはまる分野にチェックをしていること。
【革新的サービス】、【ものづくり技術】にまたがった連携体で申請する場
合は、両方に必要な分野にチェックをっしていること

15

40
様式2 (2)事業内
容　4．事業類型

事業類型に応じて、当てはまる分野にチェックをしていること。 15

41

今回の補助事業で機械装置を購入しなければならない必要性、課題を
解決するため、不可欠な工程ごとの開発内容、材料や機械装置等を明
確にしながら、具体的な目標及びその具体的な達成手段を記載してい
る。

15 □ □ □

42 図表や写真等を用い具体的かつ詳細に記載していること 15 □ □ □

43 １２分野との関連性を説明されているか 15 □ □ □

44
本事業を行うことによって、どのように他者と差別化し競争力強化が実
現するかについて具体的に説明されていること 15 □ □ □

45
「高度生産性向上型」を選択した場合は、４．事業類型で選択した「ＩｏＴ」
「最新モデル」を用いて、どのように生産性を向上するかを具体的に説
明していること

16 □ □ □

46
連携体で申請する場合は、各事業者ごとの役割分担や連携の内容など
を具体的に説明していること 16 □ □ □

47
本事業の成果が寄与すると想定している具体的なユーザー、マーケット
及び市場規模等について、その成果の価格的・性能的な優位性・収益
性や現在の市場規模も踏まえて記載していること

16 □ □ □

48
本事業の成果の事業化見込みについて、目標となる時期・売上規模・量
産化時の製品等の価格等について簡潔に記載されていること 16 □ □ □

49 図表や写真等を用い具体的かつ詳細に記載していること 16 □ □ □

50
「革新的な試作品開発・生産プロセスの改善を行い、３～５年計画で「付
加価値額」「経常利益」の増大を達成する計画」の根拠を具体的に記載
していること

16 □ □ □

51
「高度生産性向上型」を選択した場合は、「投資利益率」年率５％を達成
する計画である根拠を具体的に記載していること 16 □ □ □

52
平成24年度～平成２６年度補正ものづくり補助金の採択者は、同事業
の内容及びその事業化・収益化の状況・見込み・本事業との相違点を
記載していること

16 □ □ □

53

経済産業省その他の省庁等による研究開発委託費・補助金等におい
て、申請時点から過去5年以内に実施、もしくは現在実施、申請、今後申
請予定で本事業計画と関連するる事業内容と思われるもの又はそのお
それがあるものについて記載していること

16 □ □ □

54 該当案件について、故意に記載していないものがないこと 16

55 連携体による申請は、各事業者ごとに作成していること 16

56
３つの類型により対象となる経費が異なる為、類型に応じた記載をして
いること 16

57
一般型の場合、設備投資を行っており、機械装置費以外の経費の補助
金交付申請額の総額が500万円以内であるか 17

58
連携体による申請は、全体表と各事業者ごとそれぞれの経費明細表を
作成 17

59
様式2 (5) 資金調
達内訳

連携体による申請は、全体表と各事業者ごとにそれぞれの資金調達内
訳を作成していること 17

60
「申請時に有効な経営革新計画の承認を受けている（申請中を含む）」
該当する場合は、必要な添付書類を添付していること（「賃上げ」につい
ても同様です）

17

61 連携体による申請は、各事業者していること。 18

□

□

□

□

様式2 (6)その他
□

□

申請書記入に
係る留意点

□

□

□

□

□

様式2 (2) 事業内
容 5．事業の具
体的な内容 その
1：具体的な取組
内容

様式2 (2) 事業内
容 5．事業の具
体的な内容 その
2：将来の展望

様式2 (3) 補助金
又は委託費の交
付を受けた実績

□

□

様式2 (4) 経費明
細表
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62
特定ものづくり技術分野の高度化に資する取組みであること。また３～
５年計画で「付加価値額」「経常利益」の増大を達成する取組みであるこ
と。

22 □ □ □

63
サービス・試作品等の開発における課題が明確になっているとともに、
補助事業の目標に対する達成度の考え方を明確に設定してしているこ
と

22 □ □ □

64 課題の解決方法が明確かつ妥当であり、優位性が見込まれること 22 □ □ □

65 補助事業実施のための体制および技術的能力が備わっていること 22 □ □ □

66
事業実施のための体制 (人材、事務処理能力等) や最近の財務状況等
から事業を適切に遂行できると期待できること 22 □ □ □

67
事業化に向けて、市場ニーズを考慮するとともに、補助事業の成果の事
業化が寄与するユーザー、マーケット及び市場規模が明確となっている
こと

22 □ □ □

68
補助事業の成果が価格的・性能的に優位性や収益性を有し、かつ、事
業化に至るまでの遂行方法及びスケジュールが妥当かであること 22 □ □ □

69

補助事業としての費用対効果 (補助金額に対する想定売上、収益規
模、収益実現性等) が高いこと。
３～５年計画で「付加価値額」「経常利益」の増大を達成する取組みであ
ること。

22 □ □ □

70
「高度生産性向上型」においては、「投資利益率」５％を達成する取組み
であること 22 □ □ □

71

厳しい内外環境の中にあって新たな活路を見いだす企業として、他の企
業のモデルとなるとともに、国の方針（「経済の好循環実現に向けた政
労使の取組について」において示された賃金上昇に資する取組みであ
るか等）と整合性を持ち、地域経済と雇用の支援につながることが期待
できる計画であるか。

23 □ □ □

72 金融機関等からの十分な資金の調達が見込めるか記載されていること 23 □ □ □

73
中小企業者の競争力強化につながる経営資源の蓄積（例えば生産設
備の改修・増強による能力強化）につながるものであること 23 □ □ □

74

加点項目の確認
　① 賃上げ等に取り組む企業
　② 本事業によりＴＰＰ加盟国等への海外展開により海外市場の新たな
獲得を目指す企業
　③ 申請時に有効な経営革新計画の承認を受けている（申請中を含
む）企業
　④ 小規模型に応募する小規模企業者

23

このチェックリストは、公募要項を基にオフィスマツナガ行政書士事務所にて作成したものです。当該チェックリストの内容が公募要項に記載された事項と完全に合致するこ
とを保証するものはありません。また当チェックリストを満たした事業計画が採択を受けられることを保証するものではありません。あくまでも申請時にご参考にしていただ
き、申請書の記述内容につきましては申請者様の責任にて記入をお願い致します。（オフィスマツナガ行政書士事務所　所長・認定支援機関　松永敏明）

審査項目

(2) 技術面

(4) 政策面

□

(3) 事業化面
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1
本事業において設備投資を行うことで、複数の機械等がネットワーク環
境に接続されること 5 □ □ □

2
収集されるた各種の情報・データを活用して、①監視（モニタリング）、②
保守（メンテナンスサービス）、③制御（コントロール）、④分析（アナライ
ズ）のいずれかを行うこと

5 □ □ □

3 注３の①の場合
一定期間内（機械装置：１０年以内、工具：４年以内、器具：６年以内、ソ
フトウエア：５年以内）に販売が開始されたもので、最も新しいモデルで
あること

5 □ □ □

4 注３の②の場合
販売開始年度が取得等をする年度及びその前年度であるモデルである
こと（当該年度に販売が開始されたものであれば、その販売時期は問い
ません）

5 □ □ □

5 最新モデルであることが証明出来る書類を提出すること 5 □ □ □

6 生産性を向上させ、「投資利益率」５％を達成する計画であること 5 □ □ □

このチェックリストは、公募要項を基にオフィスマツナガ行政書士事務所にて作成したものです。当該チェックリストの内容が公募要項に記載された事項と完全に合致するこ
とを保証するものはありません。また当チェックリストを満たした事業計画が採択を受けられることを保証するものではありません。あくまでも申請時にご参考にしていただ
き、申請書の記述内容につきましては申請者様の責任にて記入をお願い致します。（オフィスマツナガ行政書士事務所　所長・認定支援機関　松永敏明）

「最新モデル
を用いた設備
投資」で申請
する場合

共通

ものづくり補助金申請書チェックリスト（高度生産性向上型要件）　平成27年度補正対応
版

「ＩｏＴを用いた設備投資」で申請
する場合


